







A study on the subject of teaching materials and teacher’s manual for moral education
and the problem of moral education becoming a subject
—Based on the case of Local education authority in Japan, Tohoku six prefectures—
The “morality” performed as activities outside the subjects up to now will be special 
subject. It’s conducted in a junior high school from fiscal year 2019 from fiscal year 2018 at an 
elementary school aiming at “the morality I think and argue”.
The purpose of this study is to consider the future direction and challenges of moral 
education.
The results of this investigation revaled the following points:
1). Future problems are the evaluation and use of the authorized test textbook.
2). In the nationwide local education administrative agencies, we have created a moral 
teaching materials and instructional materials. In Fukushima Prefecture, had created three books 
a moral educational material. In addition, it created a leaflet to distribute to home.
Key Words : “subject-ization” of moral education, course of study,
education authority support, materials for moral education,


































































































































































































































































































































































































教 育 ハ ン ド ブ ッ ク
【小・中・高】
宮城県
なし ・平成24年度，みやぎの先人
集『未来への架け橋』【小（高
学年）】
市内教育施設にも配布
なし
宮城県
大河原
教　育
事務所
なし ・平成23年度，館内の偉人～
夢をもち，志を成し遂げた郷
土の人々～【小・中・高】
・平成24年度，管内の偉人Ⅱ
【小・中・高】
なし
山形県
なし ・平成24年度，道徳読み物集
『いのちを見つめる』【小学校
版】【中学校版】
なし
山形県
鶴岡市
平成24年度，『親子で楽しむ庄内
論語』【小・中】
なし なし
山形県
米沢市
平成22年度改訂，道徳郷土資料『ふ
るさと　米沢の心』
【小学生版】【中学生版】
なし なし
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道徳の「教科化」における課題と教材・指導資料に関する一考察
　以上，東北6県の行政における道徳教材および指導の資料は，各学校への配布や，特定の地
域での活用例にとどまっていたが，「地域」「偉人」「生き方」などをキーワードに教材を作成
し支援していた。今後は，自治体が作成した教材や資料の活用の手引きや教育方法の充実を目
指した指導書が求められていると推察された。また，次期学習指導要領で求められている「開
かれた学校教育課程」を目指して，家庭や地域向けに情報発信するためのリーフレットの作成
も広がっていくであろう。
　文部科学省の一覧表には秋田県の事例は掲載されていなかったが，取り組み状況について，
秋田県教育委員会のホームページに，「平成21・22年度　文部科学省指定　道徳教育充実研
究事業」が掲載されていた。秋田県道徳教育推進協議会は，平成28年度も継続していた。
終わりに
　道徳教育の今後の方向性として，「特別の教科　道徳（道徳科）」は，学校の全体計画の中で
【要（かなめ）】の時間として位置付けられ，検定教科書を用いた授業が展開される。しかし，
道徳性は，道徳科だけなく「特別活動」や「各教科」等のさまざまな学びの場面で育成してい
くことが大切である。そのような中で全国の自治体が作成した教材や資料が効果的に活用され
ることが期待される。また，より効果を高めるためには，全教員を対象にした研修が欠かせな
いと考える。そのために各自治体が地区ごとにリーダーを育成するために「道徳教育推進教師
養成プログラム」が望まれていると推察される。
　そして，もう一つ大切な視点を忘れてはいけない。大学の教員養成での教職に関する科目
「道徳指導論」等の教授内容・教育方法を新しい道徳教育の方向性を取り入れたものに改変し
ていくことが不可欠である。
図13　秋田県教育委員会「道徳教育実践研究事業」
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道徳の「教科化」における課題と教材・指導資料に関する一考察
注
１）文部科学省が，2014（平成26）年7月15日から8月29日にかけて，小学校20,262校，中学校9,658
校，都道府県・指定都市教育委員会67団体を対象に，「私たちの道徳活用状況等調査」を行った。
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/doutoku/（最終アクセス2016．11．29）
2）主に使用している教材を8つの選択肢より１つ以上3つ以下で選択するものであった。
選択肢は，①『私たちの道徳』，②『私たちの道徳』以外の文部科学省で開発・刊行した教材，③
都道府県，市町村等教育委員会（教育事務所，教育センター等含む）において開発・刊行した教材，
④上記③以外の公的教育団体（例：市町村教育職員研究会，校長会等）で開発・刊行した教材，⑤
民間の教材会社で開発・刊行した教材，⑥民間の道徳教育研究団体（例：研究財団等）で開発・刊
行した教材，⑦自作教材（学校や教職員が作成），⑧その他であった。
3）文部科学省のホームページに「道徳教育」の充実に向けた取り組み等に関するトピックスが記載
されており，その中に2013（平成25）年9月時点の「各自治体において作成した道徳に関する教材・
指導資料等の例」が掲載されていた。最新のトピックスとして，「いじめに正面から向き合う考え、
議論する道徳へ（文部科学大臣メッセージ・2018年11月18日付）」が発表されていた。
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/doutoku/（最終アクセス2016．11．29）
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